


















































　しかし，1990 年代後半以降に進められてきた保育制度の再編は，上記 4 点の保育実施の公的責
任を縮小する方向での保育供給主体の多元化である。その手法は以下の 3 つの方法で実施されてき


























1985 保育所運営費の国庫負担率 8 割から 7 割へ削減 　




































都道府県 政令市 市町村 合計
非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規
2005 年 人数 1,508 10 4,761 11,604 71,992 88,476 78,261 100,090
％ 99.3% 0.7% 29.1% 70.9% 44.9% 55.1% 43.9% 56.1%
2008 年 人数 1,755 7 5,950 12,196 81,858 80,534 89,563 92,737
％ 99.6% 0.4% 32.8% 67.2% 50.4% 49.6% 49.1% 50.9%
2012 年 人数 2,002 44 10,313 12,701 91,113 73,389 103,428 86,134
％ 97.8% 2.2% 44.8% 55.2% 55.4% 44.6% 54.6% 45.4%
（出所）総務省「臨時・非常勤職員に関する調査結果について」，地方公務員定員管理調査各年版より作成。
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たものである。これを見ると，7 年間で 13,956 人の正規保育士が減少している。特に，保育所保育
の主たる実施主体である市町村の非正規雇用化率は，2008 年，2012 年ともに 5 割を超えているこ
とがわかる。上林陽治は，福岡県内の政令市と市町村のうち，公立保育所の非正規保育士の割合が





















（７）　2005 年 3 月に総務省によって策定された「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（以下













　長野県Ａ市は，2006 年に新設合併して誕生した，人口約 15 万人を擁する中核都市である。児童
福祉法が制定され，保育施設が設置された 1948 年当時，Ａ市周辺地域の産業は養蚕と稲作が中心
で，農繁期の保育需要に対応したのが農村部の季節保育所であった。民間有志による私立保育所が
次々と開設され，その後公立保育所が設置されるに至った。1970 年には公立保育所が 34 園，私立
保育所が 7 園で，人口比率では全国でも有数の高水準となり，2006 年の合併時には公立保育所 32


















・児童定員 100 人以上の園に正規保育士 1 名
・ 障害児が入園した場合は正規保育士か臨時保育士が
1 名



















38 時間 45 分の「臨時保育士」と呼ばれる非正規保育士であり，全保育士の 46.5％を占めている。
表 4　長野県Ａ市公立保育所における非正規保育士の種類と人数（2013 年 4 月 1 日現在）
Ａ市での名称 臨時保育士 パート保育士 延長保育士
任用根拠条文 地公法 17 条 地公法 17 条 地公法 17 条
勤務時間 1 日 7 時間 45 分，週 38 時間 45 分 1 日 6 時間，週 30 時間 各園の延長保育時間に応じて規定
人数 236 人 25 人 77 人
割合 46.5% 5% 15.2%
正規職員数 169 人 非正規職員の比率 66.7%
　（注）地方公務員法を「地公法」と略記している。
（出所）Ａ市市職労提供の資料より筆者作成。




「定員適正化計画」に基づき，2006 年から 2013 年にかけて正規職員が 131 名の減員となる一方で，
非正規職員を 401 名増員し，非正規職員の全職員に占める割合は 50.1％と過半数になっている。保
育施設の非正規雇用化の状況は，市全体の状況をいわばリードして進行していると言える。
　なお，Ａ市の合併以前のデータにおいては，非正規保育士の数が把握されていなかったため，
2006 年以前，とりわけ公立保育所の運営費が一般財源化された 2004 年前後に公立保育所に配置さ
れていた保育士の人数について把握することはできなかった。そのため，運営費の削減による公立
保育所の人員配置への影響の有無は判断できない。しかし，Ａ市で 23 年「臨時保育士」として勤
務する非正規保育士（次頁表 5 の 2 番）からの聞き取りによれば，働き始めた 1981 年ごろには，
「臨時保育士」の採用は産休を取った正規保育士の代替のみで，公立保育所全体で 4 名ほどであっ
たという。しかし，80 年代を通して徐々に採用が増え始め，92 年ごろには各園に 2 ～ 3 人が配置
されており，95 年ごろには全体で 100 名弱ほどまで増加していたという。さらに，Ａ市職員労働







図 1　Ａ市の正規保育士と非正規保育士の数と比率の推移図１ Ａ市の正規保 数と比率の推移 
（注１）短時間勤務の「延長保育士」を除いた人数であり，表 4とは数値が異なる。 
（注２）全て 4月 1日時点の人数。 
（出所）Ａ市市職労提供の資料により筆者作成。

























2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
正規保育士数（人） 非正規保育士数（人） 非正規化率（％）
（注 1 ）短時間勤務の「延長保育士」を除いた人数である。
（注 2 ）すべて 4 月 1 日時点の人数。
（出所）Ａ市市職労提供の資料により筆者作成。
表 5　聞き取り対象者のプロフィール
　 職種 雇用形態 性別 年齢 勤続年数 労働組合における役職
1 一般行政職 正規 男性 50 歳代 30 年 Ａ市職労書記長
2 保育士 臨時 女性 50 歳代
23 年 ※ 育児のため退職
した期間をはさむ
臨時パート労組執行委員長
3 保育士 臨時 男性 30 歳代 11 年 臨時パート労組書記長
4 保育士 臨時 女性 30 歳代 18 年 臨時パート労組執行委員
5 保育士 臨時 女性 30 歳代 13 年 臨時パート労組執行委員
6 保育士 臨時 女性 20 歳代 4 年 臨時パート労組執行委員
7 給食調理員 臨時 女性 20 歳代 3 年 臨時パート労組執行委員
8 保育士 正規 女性 30 歳代 7 年 Ａ市職労組合員







「パート保育士」（１１）と，延長保育時間の 2 ～ 3 時間保育に従事する「延長保育士」については必要
に応じて扱うこととする。表 6 は，Ａ市公立保育所における非正規保育士の賃金・労働時間・福利
厚生等を雇用形態別にまとめたものである。
表 6　長野県Ａ市保育所における非正規保育士の労働条件（2013 年 4 月 1 日現在）
Ａ市での名称 臨時保育士 パート保育士 延長保育士
任用根拠条文 地公法 17 条 地公法 17 条 地公法 17 条
賃金 月給 181,700 円 時給 940 円 時給 1,170 円
通勤手当，時間外勤務手当あり 通勤手当あり 通勤手当あり
一時金，退職金なし 一時金，退職金なし 一時金，退職金なし
雇用期間 1 年（更新は 4 回まで） 1 年（更新は 4 回まで） 1 年（更新は 4 回まで）
勤務時間 1 日 7 時間 45 分，週 38 時間 45 分 1 日 6 時間，週 30 時間
各保育園の延長保育の時間に応じて

















なっている。1 日 6 時間勤務の「パート保育士」と，延長保育の時間帯に配置される「延長保育士」
はいずれも時間給で，その額はそれぞれ 940 円，1,170 円となっており，どちらにも通勤手当は支
給されているが，超過勤務手当はない。そして，いずれの非正規保育士にも経験や勤務期間に相応
した経験加算は適用されず，昇給はない。また一時金，退職金の制度もない（１３）。長野県Ａ市の
2012 年の正規保育士の平均給与月額は 30 万 7,264 円（平均年齢 40.7 歳）であり，平均年収は 541
万 6,776 円である（１４）。最も賃金が高い「臨時保育士」の賃金水準であっても，年収 240 万円程度で
あり，一時金や退職金も支給される正規職員と比較すると大きな格差がある。





（１２）　月給水準は，2003 年に正規職員の初任給の 1 号下（＋ボーナス 6・12 月に 1 月分）に設定された。しかし，
2006 年の他市との合併時に，交渉でボーナス分を月給に振り分けたため，正規の初任給（15 万 2,000 円）より高
い水準となっている。
（１３）　ただし，Ａ市では，2014 年度から「臨時保育士」に対して，向こう 40 年の経験年数に応じて賃金が加算され
る経験加算給と，期末手当，退職金が導入された。























　表 7 はＡ市の公立保育所に勤務する正規保育士の年齢構成を示したもの，表 8 は，勤続年数を示
したものである。表 7 を見ると，正規保育士は 30 歳代の割合が最も多く，次に 40 歳代，50 歳代
と続き，20 歳代の割合が最も少ないことがわかる。他方で，「臨時保育士」は 20 歳代が最も多く，
次に 30 歳代が多いという，ピラミッド型の年齢構成になっており，20 歳代と 30 歳代を合わせる





（１５）　これは，Ａ市非常勤職員設置要綱の規定を利用したものである。第 5 条の 4 には「任命権者は，非常勤職員











20 歳代 29 16.6%
30 歳代 62 35.4%
40 歳代 43 24.6%






1 年～ 3 年未満 18 10.3%
3 年～ 10 年未満 39 22.3%
10 年～ 17 年未満 32 18.3%
17 年～ 25 年未満 36 20.6%
25 年～ 30 年未満 15 8.6%













　図 2 は，Ａ市のすべての公立保育所のクラス数を 100 とした場合，担任保育士が「臨時保育士」
のみのクラスと，正規保育士と「臨時保育士」との組み合わせで運営されるクラス，正規保育士の
みで運営されるクラスの割合を示したものである。これを見ると，正規保育士のみによって運営さ
れるクラスは 2007 年の 50.3％をピークに減少傾向であり，2011 年には 21.8％になっている。2012
年に微増するものの，2013 年には 20.7％である。他方，「臨時保育士」のみで運営されるクラスは













39.4% 38.0% 38.3% 38.8%






















49.4% 50.3% 47.2% 44.9%
30.9%
21.8% 27.2% 20.7%
11.1% 11.7% 14.4% 16.3%
20.4%
26.6% 23.9% 32.4%
39.4% 38.0% 38.3% 38.8%
























































































































とが多い。2013 年のデータでは，「専任保育士」のうち，正規保育士が 3 人，「臨時保育士」は 10












































































































































（２５）　聞き取りによれば，「臨時保育士は，毎年 20 人前後辞める」という。（3 番，「臨時保育士」，男性，11 年目，
30 歳代）
（２６）　Ａ市の資料によれば，Ａ市のある民間保育所の正規保育士の初任給の給料月額は，14 万 4 千円（昇給，賞与
あり）である。Ａ市の全民間保育所の推計年収額を平均した値は，251 万円であった。
（２７）　Ａ市内で一人暮らしをしている非正規雇用の保育園調理員（7 番）は次のように発言している。「18 万 1,700
























































　2015 年 4 月から子ども・子育て支援新制度（以降，新制度と略記）が施行された。新制度下の
保育施設は，保育所，幼稚園，認定こども園の 3 種類になり，さらに認定こども園には，幼保連携
型，幼稚園型，保育所型，地方裁量型の 4 種類が想定される。このように多様化した施設ごとに多
様な基準の設定が可能になるため，職員配置のあり方や，職務編成のあり方が従来の保育施設とは
大きく変わる可能性がある。また，公立保育所に関して言えば，新制度の成立にあたり，児童福祉
法に「公私連携型保育所」の規定が導入され，この改定によって，公立保育所の民営化の手続きを
より容易に行うことが可能になった。このことから，ますます公立保育所の民営化が進行すると見
られている。本稿では，公立保育所における保育制度再編のインパクトについて考察したが，今後
は株式会社等，新たな運営主体による保育所における保育労働や職場集団のあり方を検討する必要
があるだろう。
 （おび・はるみ　名寄市立大学保健福祉学部社会保育学科専任講師）　
